
予想されるくらしをとりまく環境の変化
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● 組合員と職員が関わる開発改善商品の広がり
● 飼料米の活用の増加
● 放射性物質の検査等の充実
● 「あいちを食べよう日本の食をたいせつに！」
　運動の広がり

食の安全・安心を第一に

だれもが利用できる事業へ改善

組合員の視点 福祉の視点 地域の視点
組合員を主人公に、協同
の力で事業と運動をすす
めます。

生協の活動を見直し、新
しい協同組合文化を作り
ます。

地域社会の一員としてくら
しを守るネットワークを広
げます。

総合力とくらしのネット
ワークで組合員に貢献
します

安心してくらせるまち
づくりをめざし、地域と
のつながりを強めます

経営基盤の確立、組織
風土改革と人材育成を
すすめます

第1次中期計画（2010～2012年）のまとめ第1次中期計画（2010～2012年）のまとめ 第２次中期計画（2013-2015）の基調第２次中期計画（2013-2015）の基調

第２次中期計画の位置づけ「あいちにはなくてはならない生協」を
めざして取り組みました

● 組合員参加と運営の方針を
生かして、多様な活動と参加
を広げます。

● 行政や地域の団体との連携
でくらしやすいまちづくりを
めざします。

● 組合員と被災地をつなぐ復
興支援に取り組みます。

● 協同組合が協力し合って助け
合いやつながりを大切にする
社会をめざします。

● ３つの視点を大切にし、生
協に入ってよかったと認知
される事業をめざします。

● 経営基盤の確立、幅広い分
野での人材育成、組合員の
声にこたえる強固な業務組
織作りをすすめます。

● 従来の仕事の在り方、考え
方を見直し、業務組織の新
しい組織文化づくりをすす
めます。

● eフレンズの改善
● 生活雑貨のアイテム拡大
● 夕食宅配開始
● 買い物が不便な地域への配達開始

● デイサービス新城オープン
● 経常剰余が黒字に転換

● コープとよあけ店、コープ日進店オープン
● 買い物代行、お届けサービス開始
● シニアデー、ほこちゃんデー

● 共済事務センターの設置
● 住まいの事業、生活サービス事業の
　東海３生協の共同事業化

共同購入事業

お店事業

福祉事業

その他の事業

組合員が楽しくいきいきと
参加できるしくみ

地域のみなさんとご一緒に
くらしやすいまちづくり

● 参加と運営の新しいしくみを検討
● 地域や事業所ごとのつどいやフェスタに
　多くの組合員が参加
● コープカレッジあいち、コープひろばなど
　学びの場の広がり

● 東日本大震災の被災地支援、復興支援
● 30 行政との災害支援協定締結
● 安心して暮らせるネットワークづくり

供 給 高
　共同購入
　店　　舗
供 給 剰 余
利 用 事 業
福 祉 事 業
共 済
そ の 他
総 事 業 高
事業総剰余
事 業 経 費
事業剰余金
経常剰余金
組 合 員 数

514億円
407億円
99億円
101億円
4億円
17億円
7億円
8.9 億円
551億円
119億円
118億円
0.6 億円
1.9 億円
38万人

515億円
413億円
96億円
101億円
5億円

19.9 億円
7.8 億円
9.2 億円
557億円
120億円
119億円
1.5 億円
2.5 億円
42万人

520億円
415億円
98億円
101億円
5億円
19億円
7億円
8億円

559億円
120億円
117億円
2.3 億円
3.2 億円
45万人

第1次中期計画（経営計画）

「コープあいち」が誕生した年から３年間は、両生協の良さを発展させて新しい
組織文化を創り上げることをめざした中期計画でした。今年からの第２次中期
計画は、2020年ビジョンの実現をめざします。

● くらしのネットワークを強
化し、事業間の連携、福祉
の視点での事業改革をすす
め、よりくらしに寄り添った
事業をめざします。

● 厳しくなるくらしに貢献でき
る事業と活動をすすめます。

● 加入率20％を早期にめざし、
15年度組合員数48万人を目
標とします。

基　調

で で で

これからも大切にしたい　     の視点
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経済環境の激変
2014年、2015年に
消費税の段階的増税
が行われる

くらしの圧迫
夫婦合わせた

年収400万円未満が
38%に。2000年は
22%だった

出発地点（2009年度末） 到達点（2012年度末） 目　標

ネットワーク
くらしの

主
人
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地
域
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一
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文
化
づ
く
り

急速な高齢化
2015年の愛知は
高齢者約177万人
高齢化率24%を

超える

生活スタイルの変化
震災後のくらしを見直す機会。
つながり、たすけあいの価値

を再確認

厳しい事業環境
他県からのスーパー進出。
ネットスーパー食品小売業
の過当競争が激化

福島原発事故以降
再生可能なエネルギーヘの

期待の高まり

平和をめぐる心配
憲法改正の動きや
国境に関わる紛争など

つながる


